
資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 16¶439¶049 1¶067¶515 729 17¶505¶835 4¶858¶340 740¶027 ` ` ` 12¶647¶494

構 築 物 771¶137 100¶500 2¶992 868¶645 449¶694 48¶460 ` ` ` 418¶951

機 械 装 置 90¶503 ` 608 89¶894 61¶452 8¶781 ` ` ` 28¶441

工具器具備品 571¶182 153¶202 9¶821 714¶563 496¶720 28¶101 ` ` ` 217¶842

船 舶 0 ` ` 0 ` ` ` ` ` 0

車 両 運 搬 具 7¶875 ` ` 7¶875 7¶861 575 ` ` ` 13

計 17¶879¶748 1¶321¶217 14¶151 19¶186¶814 5¶874¶069 825¶946 ` ` ` 13¶312¶745

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 6¶142¶061 1¶389¶671 5¶638 7¶526¶094 1¶919¶261 374¶960 12¶716 ` ` 5¶594¶116

構 築 物 316¶544 186¶045 ` 502¶589 132¶324 28¶168 ` ` ` 370¶264

機 械 装 置 134¶880 23¶103 7¶112 150¶871 46¶685 14¶493 ` ` ` 104¶185

工具器具備品 12¶165¶149 4¶022¶248 59¶019 16¶128¶378 8¶282¶942 1¶700¶279 ` ` ` 7¶845¶435

図 書 2¶748¶791 64¶782 48¶806 2¶764¶767 ` ` ` ` ` 2¶764¶767

車 両 運 搬 具 69¶700 24¶187 2¶563 91¶323 46¶777 9¶772 ` ` ` 44¶546

医療用放射性同
位元素

10¶133 ` ` 10¶133 6¶079 1¶013 ` ` ` 4¶053

計 21¶587¶260 5¶710¶037 123¶140 27¶174¶157 10¶434¶071 2¶128¶687 12¶716 ` ` 16¶727¶369

非 償 却 資 産 土 地 23¶858¶170 68¶493 66¶948 23¶859¶715 ` ` ` ` ` 23¶859¶715

美術品・収蔵品 2¶700 ` ` 2¶700 ` ` ` ` ` 2¶700

建 設 仮 勘 定 686¶261 498¶358 1¶184¶620 ` ` ` ` ` ` `

計 24¶547¶132 566¶852 1¶251¶568 23¶862¶416 ` ` ` ` ` 23¶862¶416

有形固定資産合計 土 地 23¶858¶170 68¶493 66¶948 23¶859¶715 ` ` ` ` ` 23¶859¶715

建 物 22¶581¶111 2¶457¶186 6¶368 25¶031¶929 6¶777¶602 1¶114¶987 12¶716 ` ` 18¶241¶610

構 築 物 1¶087¶681 286¶545 2¶992 1¶371¶234 582¶018 76¶628 ` ` ` 789¶216

機 械 装 置 225¶384 23¶103 7¶721 240¶766 108¶138 23¶274 ` ` ` 132¶627

工具器具備品 12¶736¶331 4¶175¶450 68¶840 16¶842¶941 8¶779¶662 1¶728¶381 ` ` ` 8¶063¶278

\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83特定の償却資産の減価に係る会計処理£による損益外減価償却費相当額も含む。）及び減損損失の明細 （単位：千円）
附 属 明 細 書

Ü．固定資産の減損関係
\ 減損の兆候が認められた固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要

（単位：千円）

種 類 場 所 用 途 帳 簿 価 額

土地 山梨県甲府市 農地 14¶539

] 認められた減損の兆候の概要
当該土地については使用を中断しており、遊休状態にある。

^ 減損処理をしない根拠
回収可能サービス価額が当該資産の帳簿価額以上である。
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Ù．賃貸等不動産の時価等
当法人は甲府地区及び玉穂地区に寄宿舎等の賃貸等不動産を有しているが、賃貸等不動産の総額
に重要性が乏しいため、注記を省略している。
（追加情報）
当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号平成20

年11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第23

号平成20年11月28日）を適用している。
Ú．重要な債務負担行為
該当事項なし。

Û．重要な後発事象
該当事項なし。
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